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コンシューマ・システム論文

プラットフォーム型システムアーキテクチャに基づく
小型小売店舗エネルギーマネジメントシステムの検証
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概要：小型小売店舗の消費電力量削減に向けてエネルギーマネジメントシステムを構築しようとする場合，
小型小売店舗に設置されている設備系機器（空調，要冷機器など）に関して，標準化の導入が進んでいな
いため，独自仕様による垂直統合型のシステムで運用されることが一般的である．しかし，小型小売店舗
におけるエネルギーマネジメントシステムの拡張には，徐々に様々なベンダが小型小売店舗への事業参画
を可能とすることが重要である．そこで，様々な事業者の参画を可能とするプラットフォーム型のシステ
ムアーキテクチャを検討するとともに，そのアーキテクチャに基づき小型小売店舗におけるエネルギーマ
ネジメントシステムを構築し，需要家参画型のネガワットサービスの有効性，省エネ効果を検証した．な
お，省エネ効果については，スマートメータの Bルートにより電力量を取得することで，取引証明に使用
可能な正確なデータでの検証を実現した．
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Abstract: When energy management system for the power consumption reduction in small retail store is
built, commercial equipment (large package air conditioning, showcase device etc.) installed in a small re-
tail store has not progressed the introduction of standardization. So it is generally operated by vertically
integrated system with proprietary specifications. But possibilities that many kinds of vendors can join the
market are needed for the expansion of energy management system related to small retail store. We have
considered the system architecture of platform type and constructed the energy management system based
on the architecture. We have verified the effectiveness of the negative watt service of consumer participation
type and energy saving effect. Related to energy saving effect, we have obtained energy consumption data
from B-route of smart energy meter and realized the verification with data which can be used for transaction
certification.
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1. はじめに

1.1 小型小売店舗におけるエネルギーマネジメントシス

テムの重要性

国内店舗数が増加を続けるコンビニエンスストア（52,620

店・平成 27年 3月時点，54,018店・平成 28年 3月時点）

などの小型小売店舗は省エネを実施するにあたり，効果の

大きい需要家の有力な候補と考えられる．エネルギーマネ
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ジメントシステムをこれらの店舗に導入しない場合，省エ

ネ効果は主に機器単体による省エネ効果のみとなるが，エ

ネルギーマネジメントシステムを導入することで，機器単

体の省エネ効果に加えエネルギーマネジメントシステムに

よる有効的な電力利用（電力の地産地消），デマンドレスポ

ンス（DR）による省エネやネガワット取引のインセンティ

ブ受領など，多岐にわたる効果を出すことが期待できる．

1.2 エネルギーマネジメントシステムの実現に重要な標

準化の動向

エネルギーマネジメントシステムを構築するにあたり，

重要な標準化状況として，産官学の連携で推進してきた標

準インタフェースである ECHONET Liteに対応した商品

が市場に投入されてきている点がある．また，国内の標準

化活動だけでなく，ECHONET Lite は ISO/IEC JTC 1

SC25や IEC TC100において国際標準仕様として承認さ

れる状況であり，国際的なネットワーク専門家・企業から

の認知度獲得に至っている．この標準化の成果により，特

定のベンダに固定することなく小さなシステムを組み合わ

せ，徐々にシステムを拡大するエネルギーマネジメントシ

ステムの構築を技術的に可能としている．

また，日本国内における電力システム改革が生み出す新

たな環境もこれらの動きを支援している．平成 27年 7月

からは東京電力サービスエリア全域，中部電力サービスエ

リア全域，関西電力サービスエリア全域でスマートメータ

の Bルート実装が開始された．また，平成 28年 4月には

全国のすべての需要家は，電力会社への設置申請から 13

営業日以内にスマートメータで計測した電力関連のデータ

を Bルート経由で取得することができるようになることが

経済産業省における官民連携機関 JSCAスマートハウス・

ビル標準・事業促進検討会で合意され，ガイドラインとし

て発表されている [1], [2]．この結果，一般住宅や店舗に

ECHONET Lite対応の機器が必ず設置される状況となっ

ている．

2. 小型小売店舗におけるシステム化の課題

従来，小型小売店舗で実施しているエネルギーマネジメ

ントシステムは大きく下記のパターンに分類される．

• 独自のセンサシステムによるデータ収集や，分電盤の
CT計測により，電力関連の情報の収集，見える化を

行うモデル [3], [4], [5]

• 垂直統合にシステムを構築するモデル [6], [7]

1つ目の課題として，独自方式を用いたセンサシステム

構築によるデータ収集や使用エネルギーの見える化にとど

まっており，機器の自動制御といった機能追加が困難であ

り，システムの拡張性に乏しい点である．

2つ目の課題として，下流の機器から上流のサーバ上の

サービスまで新規に垂直統合に構築するモデルは，実証実

験などにおいて機器の制御や状態参照を実施するためのシ

ステムを容易に構築できるメリットがある一方，設置可能

な機器のベンダやコントローラなどが固定化され中長期的

に機材の入れ替え時にメーカの選択肢が少なくなってしま

う点や，導入当初より大規模システムが必要であり，初期

投資が大きくなるというデメリットがある．

3つ目の課題として，小型小売店舗において，エネルギー

マネジメントシステム導入時の初期投資を抑える観点から

エネルギーマネジメントのための自動制御が可能となる標

準通信方式対応の機器を全店に導入することは困難である．

また標準通信方式対応の機器の普及は始まったばかりで選

択肢が少ない状況である．したがって，導入当初は，標準

通信方式対応の機器の数には限りがあり，そのため，自動

制御による省エネの効果が小さくなってしまうことが考え

られる．

3. 提案するシステムアーキテクチャ

3.1 課題に対する基本的な考え方

市場を構築していくために，上記の 1つ目と 2つ目の課

題への対応として，「機器の見える化だけではなく，制御機

能を要するシステム」，「導入当初は小さな投資による小さ

なシステムで開始し，徐々に様々なベンダの参画も可能な

形でシステムを拡大できる方式」という 2点の要件を満た

すシステムアーキテクチャを検討する．具体的には，標準

化インタフェースを活用したプラットフォーム型のアーキ

テクチャを検討するが，このような思想についてはM2M

アーキテクチャという形で検討が行われてきている [8]．

しかし，実際の市場にシステムを導入するためには，実

際に用いる仕様を具体化することが必要である．機器とコ

ントローラ間の通信方式については，「1 はじめに」に記

載したとおり，「産官学の連携で推進してきた標準インタ

フェースである ECHONET Liteに対応した商品が市場に

投入されてきている点」，「ECHONET Liteは国際標準仕

様であり，グローバルに認知された仕様である点」そして

「店舗を含むすべての需要家宅にECHONET Liteを搭載し

たスマートメータが設置される点」という状況から，従来

は住宅用途での使用（Home Energy Management System:

HEMS）が中心である ECHONET Liteを小型小売店舗に

おいても活用する．そして，ECHONET Liteをベースに

して実際の小型小売店舗に適用可能なプラットフォーム

型アーキテクチャに基づくシステムを構築し，本アーキテ

クチャの実現性を検証する．なお，エネルギーマネジメン

トシステムの導入にあたり省エネ効果は必要条件であり，

本論文においても省エネ効果を確認することで，プラット

フォーム型システムアーキテクチャの実現性を検証する．

今回提案するプラットフォーム型システムアーキテクチャ

を図 1 に示す．

店舗内に設置されるコントローラは店舗における情報の
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図 1 プラットフォーム型システムアーキテクチャ

Fig. 1 System architecture of platform type.

ゲートウェイの位置づけとなる．店舗内のスマートメー

タ，要冷機器，空調機器などは標準インタフェースである

ECHONET Liteを搭載し，それぞれ ECHONET Liteで

コントローラと通信を実施する．また，コントローラは IP

インタフェースにより，クラウド上のサービスと接続する．

また，クラウド上のサービス間は標準的なWeb APIを用

いて相互連携を実現する．この構成をプラットフォーム型

システムアーキテクチャの基本的な考え方とする．

このアーキテクチャを導入することにより，機器の状態

やエネルギーの見える化だけでなく機器の制御も実現可能

なシステムとなる．また，構築するシステムは垂直統合型

と異なり機器とサービスが疎結合の関係であるため，店舗

内の機器の交換時およびクラウド上のサービスの交換時に，

特定の機器ベンダに制限されることがない．そして，標準

インタフェースで接続するため，異なるベンダの機器に入

れ替える場合でも，システム全体を更新する必要なく，た

とえば省エネ性能の高い機器に入れ替えなど，機器自身の

性能で機器を選択することが可能となる．

3.2 参加型エネルギーマネジメントシステム

3つ目の課題として記載したとおり，エネルギーマネジ

メントシステムを構築し，継続的にエネルギーマネジメン

トを行う必要があるが，特に導入当初は，エネルギーマネ

ジメントのための自動制御が可能となる標準通信方式対応

の機器は限られる．そのため，小型小売店舗のエネルギー

マネジメントシステムを拡張する過程において，小型小売

店舗の従業員が参加できるエネルギーマネジメントシステ

ムすなわち従業員による手動制御を含めたシステム構築が

重要である．

プラットフォーム型システムアーキテクチャに基づくエ

ネルギーマネジメントシステムの構築にあたり，省エネ効

果だけでなく，従業員のエネルギーマネジメントへの参加

の可能性についても検証を実施した．

4. エネルギーマネジメントシステムの構築

4.1 エネルギーマネジメントシステムの概要

今回の実施においては，主に以下の機能を開発した．

図 2 システム構成

Fig. 2 System architecture.

• 他社サービスであるクラウド型DRPFを経由して，一

般電気事業者が発信する DR信号を受信し，各店舗へ

省エネ制御を要求する機能

• Bルート（ECHONET Lite）経由でスマートメータか

ら収集した電力データをクラウド上で管理し，省エネ

制御の効果を検証する機能

そして，実際のコンビニエンスストア 7店舗で 2015年

9月～2016年 1月までの期間においてプラットフォーム

型エネルギーマネジメントシステムを構築し，プラット

フォーム型システムアーキテクチャの有効性およびユー

ザの参加可能性について検証した．なお，7店舗での実証

となったが直営店/フランチャイズ店やビルイン/戸建てな

ど，様々な特性の店舗での実証を行った．

今回の検証に構築したシステム構成を図 2 に示す．本シ

ステムの特長として，クラウド上のサービス間およびコン

トローラとメータ間は標準仕様を利用し，プラットフォー

ム型エネマネシステムアーキテクチャを具体化して，実際

の小型小売店舗にシステムを構築した点である．

クラウド上に機能配置したエネマネアグリゲータ機能は，

他社サービスであるクラウド型DRPF（デマンドレスポン

スプラットフォーム）が規定しているWeb APIで，イン

ターネット上で情報の送受信を行う．Web APIを通じて

エネマネアグリゲータ機能は，クラウド型DRPFより DR

信号を受け取ると，各店舗に設置するタブレットに制御項

目を通知する．また，スマートメータで計測した電力デー

タ（動力系，電灯系）を店舗内に設置する店舗コントロー

ラ経由で受け取り収集する．

店舗に設置した店舗コントローラは，スマートメータと

標準インタフェースである ECHONET Liteで接続してい

る．店舗コントローラは定期的に電力系のスマートメータ

および動力系のスマートメータそれぞれより電力データ

を収集し，クラウド上のエネマネアグリゲータ機能に電力

データをアップロードする．

同様に店舗内に設置したタブレットはクラウド上のエネ

マネアグリゲータより制御項目を受信し，制御内容を表示

する．

クラウド型 DRPF は一般電気事業者から送信される
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図 3 省エネ要請受信時のシーケンス

Fig. 3 Sequence at the time of energy saving request.

OpenADR2.0による DR信号を終端し，Web APIにより

エネマネアグリゲータに DR信号を通知する．

4.2 省エネ制御要求受信時の動作

一般電気事業者が省エネを需要家に要請するために，DR

信号を発信した際のシーケンスを図 3 に記載する．

エネマネアグリゲータ機能はクラウド型 DRPFのWeb

APIを通じてDR信号を受信する．受信したDR信号に基

づいて，エネマネアグリゲータ機能は各店舗に設置したタ

ブレット端末に向けて，省エネ制御を要請するための信号

を通知する．なお，省エネ制御を要請する項目については

各店舗の特性に合わせて決定する．

店舗内に設置したタブレット端末は省エネ制御の要請を

受信すると制御内容を表示し，それを参照した従業員はタ

ブレットに表示している内容に基づき省エネ制御を実行す

る．制御内容については店舗によって異なるが，最大で以

下の項目について従業員による手動制御を実行した．

• 冷凍・冷蔵ショーケース内の照明の消灯
• 店内照明の一部消灯
• 店内エアコンの制御
【夏期】設定温度を 27◦Cに設定

【それ以外】エアコンの動作状態を OFFに設定

• ロールカーテンによる日射侵入防止
• 室外機周辺への打ち水
• バックルーム用のエアコン OFF

• バックルーム用の照明 OFF

従業員は省エネ制御実施後，実際に制御した項目をタブ

レットに入力し，タブレットはエネマネアグリゲータ機能

に実施した制御項目を含む節電実施通知を送信する．その

後，従業員はタブレットに省エネ要請が終了していること

を確認すると省エネ制御を解除し，タブレット端末上に省

エネ制御を解除した結果を入力し，エネマネアグリゲータ

機能に節電解除通知を送信する．

なお，本実証において省エネ制御要求受信後，タブレッ

図 4 B ルート経由での電力データ収集シーケンス

Fig. 4 Sequence for energy data collection via B-route.

トを通じて従業員は実施有無を入力することで，手動制御

の実施有無についても集計を実施した．

4.3 Bルート経由での電力データの収集

今回，低圧の電力契約を結んでいるコンビニエンススト

アにおいて検証を実施した．7店舗の電力系統は電灯系と

動力系の 2系統が存在しており，電灯系を計測するスマー

トメータと動力系を計測するスマートメータが設置され

ている．店舗コントローラは 2 台のスマートメータから

ECHONET Liteで電力データを取得し，エネマネアグリ

ゲータ機能にアップロードを行った．店舗全体の消費電力

量は 2台のスマートメータの値を合算することで，算出可

能である．Bルート経由での電力収集のシーケンスを図 4

に示す．

店舗コントローラは，電灯系と動力系の各スマートメー

タに対して 5分周期で定時積算電力量計測値プロパティお

よび積算電力量計測値プロパティとともに，現在時刻設定

プロパティと現在年月日プロパティを取得する．店舗コン

トローラは，それぞれのスマートメータから取得した電力

データをクラウド上のエネマネアグリゲータ機能にアッ

プロードを行う．エネマネアグリゲータ機能は，スマート

メータで計測した取引証明に利用可能な正確な電力データ

で省エネ効果を検証するために電力データを蓄積する．

5. 実証結果

2015年 9月～2016年 1月までの実証期間中に，エネマ

ネアグリゲータ機能は省エネを要請するDR信号の通知を

延べ 102回受信した．

102回の実施有無について表 1，表 2，表 3，表 4に一覧

する．なお，表中の A店～G店の各店舗欄の符号として，

「◎」は「省エネ制御実施，かつ省エネ目標達成」，「○」は

「省エネ制御実施，かつ省エネ目標未達成」，「×」は「省エ

ネ制御未実施」，「－」は「スマートメータ未設置による不
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表 1 省エネ制御の実施結果まとめ（9 月）

Table 1 Experimental result of energy saving control

(September).

表 2 省エネ制御の実施結果まとめ（10 月～11 月）

Table 2 Experimental result of energy saving control

(October and November).

参加」，「（×）」は「システム不具合による不参加」を意味

している．また，「全体」の列に記載している「○」，「×」

の定義は，7店舗全体で目標値へ到達した場合「○」を記

載し，未到達の場合は「×」を記載する．目標値は，基本

的には 1店舗あたり 2 kWとしたが，空調が稼働せず省エ

ネ効果が期待できない月は目標値を削減し，また冬期は空

調が稼働していることもあり，一部店舗については 1店舗

あたり 3 kWに増やしている店舗もある．

なお，省エネ目標達成/未達成の判断は，「ネガワット取

引に関するガイドライン（平成 27年 3月 30日）」[9]に従

い，判定を実施した．

5.1 店舗における省エネ制御の効果

省エネ目標値の達成率は 45.1%（46回/102回），システ

ム不具合・通信異常による未達成の場合を含むと 44.2%（46

表 3 省エネ制御の実施結果まとめ（12 月）

Table 3 Experimental result of energy saving control

(December).

表 4 省エネ制御の実施結果まとめ（1 月）

Table 4 Experimental result of energy saving control

(January).

回/104回）と十分な結果とはいえなかった．しかし，月別

の達成率を表 5 にまとめると，今回実施した制御項目では

エアコンが稼働していない中間期については省エネの実現

が困難であることに対し，エアコンが稼働している夏期や

冬季については省エネ制御の目標値達成率が高く，一定の

成果をあげることができたことが確認できる．今後は小型

小売店舗に設置する機器の ECHONET Lite化を推進し自

動制御対象の機器を追加していくことで，省エネ効果に関

していっそうの改善が期待できる．

5.2 プラットフォーム型システムアーキテクチャの有効性

今回の実証については，プラットフォーム型システムアー

キテクチャに基づきクラウド間連携や ECHONET Liteの

利用などを用いて，参加型エネルギーマネジメントシステ

ムを構築することができた．そして，そのシステムで表 1～
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表 5 月別の省エネ制御目標値達成割合

Table 5 Energy-saving control target value achieved percent-

age of each month.

表 5 に示すように，省エネ効果を出すことができたこと

から，本アーキテクチャは有効であることを確認すること

ができた．また，店舗コントローラは標準通信方式である

ECHONET Liteを用いてスマートメータから検針データ

を取得しており，今回手動で制御した各機器を ECHONET

Lite機能搭載機器に入れ替えることで，「システム全体を

変更しなくてもエネルギーマネジメントシステムを継続し

て実施できる目論見もつけることができた」と実証させて

いただいた店舗（お客様）からも評価いただき，この点か

らもプラットフォーム型システムアーキテクチャの有効性

について確認することができた．

5.3 参加型エネルギーマネジメントシステムの有効性

「3.2 節参加型エネルギーマネジメントシステム」に記載

したとおり，小型小売店舗で特にエネルギーマネジメント

システム導入当初は，標準化対象機器が少ないこともあり，

自動制御による省エネ制御は困難であり，従業員による参

画が重要な要素である．そのため，従業員の参画可能性が

どの程度あるのか把握することは今回の検証における主目

的の 1つである．

実際に店舗における省エネ制御の従業員による手動制

御の実施率，すなわちデマンドレスポンスへの参加率は

86.3%であり，手動制御を組み合わせた省エネ制御を実行

できる可能性が十分あることが確認できた．なお，横浜ス

マートシティプロジェクトにおいて，一般家庭におけるデ

マンドレスポンスを実施したところ，勧誘のみの場合の参

加率は 16.5%，特典付きの場合の参加率は 52%という数字

が出ている [10]．これらの数値と比較すると本検証におけ

る小型小売店舗における参加率は高い数値となっており，

店舗における手動制御は有効な手段になると考えられる．

また，月別の参画率について表 6 に示す．2015年 9月～

表 6 月別の省エネ制御の参画率

Table 6 Participation rate of energy-saving control of each

month.

2016年 1月における月ごとの参画率の遷移を確認してみ

ても，参画率の低下はみられなかった．この点からも，手

動制御を組み合わせた省エネ制御を継続して実行できる可

能性が十分あることを確認できた．

6. 考察

上述したとおり，プラットフォーム型システムアーキテ

クチャに基づいたシステム構築を小型小売店舗において実

現した点と省エネ効果が得られた点からも，本アーキテク

チャの有効性を確認することができた．また，特にシステ

ム導入当初において，継続的に省エネ制御を行うために小

型小売店舗の従業員が参加できるエネルギーマネジメント

システムが重要であり，その参画可能性について有効であ

ることが確認できた．

しかし，本アーキテクチャに基づくエネルギーマネジメ

ントシステムの導入において以下に示す改善の余地が残っ

ていると考える．1点目の改善余地として，小型小売店舗

に ECHONET Lite対応機器の導入し，自動制御機能を拡

張することである．この改善により，従業員による手動制

御ができないタイミングにおいても省エネ制御を実施する

ことが期待できる．また，2点目の改善余地として，ユー

ザインタフェースの改善が考えられる．今回の検証を通じ

て，小型小売店舗の利用者からはユーザインタフェースに

関して，「中長期的に利用することを想定すると，シンプ

ルな画面で，利用者側に飽きさせないユーザインタフェー

スが重要であること」といった改善点をうかがうことがで

きた．

これらの意見から，小型小売店舗において中長期的に

エネルギーマネジメントに取り組むために重要な点とし

て「容易に実効内容を識別できるシンプルなユーザインタ

フェース，かつ需要家を飽きさせないカスタマイズが可能

なユーザインタフェース」であり，もう 1つは「標準イン
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表 7 手動制御と標準コマンドとの関係

Table 7 Relationship between manual control and standard

commands.

タフェースで定義した制御コマンドを活用することによる

自動制御機能の追加」であると考える．

自動制御機能を実現するためには標準化仕様が重要とな

るが，今回実施した手動による省エネ制御と ECHONET

Liteで定義している制御コマンドとの関係を表 7 に示す．

表 7 に示すとおり，今回の制御内容についてはエコーネッ

トコンソーシアムにおいてすでに制御コマンドの標準仕様

の策定が進んでいる．業務用機器に標準インタフェースを

実装し，制御の自動化を加速させることが重要である．そ

の結果として，従業員の単純なルーチンワークの作業量削

減と手動・自動のハイブリッド制御の実現で節電・省エネ

活動の継続性を向上させることができる環境を提供するこ

とが可能になる．

表 7 に示す標準コマンドを用いた自動制御機能を搭載し

た機器で構成するプラットフォーム型システムアーキテク

チャに基づくエネルギーマネジメントシステムを図 5 に

示す．

基本的な機能については，店舗コントローラから各機器

への自動制御，状態参照を実行し，従業員の負荷を低減さ

せるとともに，例外的に動作については，従業員が手動で

設定することで，快適性を保ったエネルギーマネジメント

システムの構築が実現できる．また，図 2 で示した今回検

図 5 自動制御を実現するシステム構成

Fig. 5 System architecture should be aimed.

証したシステム構成と比較すると，ECHONET Liteを搭

載するショーケース，照明，空調などの機器に特定のベン

ダに依存することなく入れ替わるだけであり，システム全

体を交換する必要がないことからプラットフォーム型エネ

ルギーマネジメントシステムの有効性も確認できる．

また，小型小売店舗に設置するショーケース，照明，空調

などの機器は，それぞれの機器ごとにシステム商材となっ

ていることが一般的であり，スタンドアローンで動作する

ことが一般的な一般家庭に設置する冷蔵庫，家庭用エア

コン，照明などと，機器のアーキテクチャが異なる．した

がって，従来は住宅用途での使用が中心である ECHONET

Liteを小型小売店舗において適用するにあたり，一般家庭

用機器とのアーキテクチャの違いを考慮して設計する必要

がある．

7. おわりに

今回の検証においては，省エネをターゲットとして検証

を行い，プラットフォーム型システムアーキテクチャの有

効性を確認できた．今後，より電力を有効的に活用するた

めに，蓄電池や太陽光発電などの創蓄機器と様々なサービ

スとの連携により，地産地消といったサービスの実現が期

待できる．また，節電した電力量を売買できるネガワット

取引市場の開設が 2017年度に計画されているが，プラット

フォーム型システムアーキテクチャに基づいたシステムを

構築することで，小型小売店舗内のシステム構成を変えず

にこの新規市場への対応も可能になることが期待できる．
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